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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 最近３中間連結会計期間及び最近２連結会計年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高に消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

回次 第42期中 第43期中 第44期中 第42期 第43期 

会計期間 

自 平成16年 
  ３月１日 
至 平成16年 
  ８月31日 

自 平成17年
  ３月１日 
至 平成17年 
  ８月31日 

自 平成18年
  ３月１日 
至 平成18年 
  ８月31日 

自 平成16年 
  ３月１日 
至 平成17年 
  ２月28日 

自 平成17年
  ３月１日 
至 平成18年 
  ２月28日 

売上高 (百万円) 142,022 147,907 165,777 284,787 306,639 

経常利益 (百万円) 6,861 7,078 6,054 14,164 14,170 

中間(当期)純利益 (百万円) 3,827 3,786 3,319 7,799 7,364 

純資産額 (百万円) 114,066 115,293 125,469 117,301 123,581 

総資産額 (百万円) 141,147 142,858 157,044 141,588 151,808 

１株当たり純資産額 (円) 2,262.04 2,357.41 2,480.47 2,324.73 2,441.30 

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 75.90 75.77 65.62 153.13 144.73 

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ― 

自己資本比率 (％) 80.8 80.7 79.9 82.8 81.4 

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 8,046 8,708 9,291 12,362 13,106 

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △12,263 △9,620 △6,420 △17,469 △15,503 

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △886 △5,654 △1,431 △1,723 △8,609 

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 31,979 23,685 20,686 30,252 19,247 

従業員数 
(外、平均臨時従業員数) 

(名) 
2,089 
(11,910)

2,205
(12,654)

2,530
(14,758)

2,078 
(11,859)

2,382
(13,587)



(2) 提出会社の最近３中間会計期間及び最近２事業年度に係る主要な経営指標等の推移 

  

(注) １ 売上高に消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

回次 第42期中 第43期中 第44期中 第42期 第43期 

会計期間 

自 平成16年 
  ３月１日 
至 平成16年 
  ８月31日 

自 平成17年
  ３月１日 
至 平成17年 
  ８月31日 

自 平成18年
  ３月１日 
至 平成18年 
  ８月31日 

自 平成16年 
  ３月１日 
至 平成17年 
  ２月28日 

自 平成17年
  ３月１日 
至 平成18年 
  ２月28日 

売上高 (百万円) 139,902 145,700 152,357 280,595 289,393 

経常利益 (百万円) 5,629 5,691 4,869 11,835 11,921 

中間(当期)純利益 (百万円) 3,170 3,041 3,007 6,545 6,716 

資本金 (百万円) 9,927 9,927 9,927 9,927 9,927 

発行済株式総数 (株) 50,634,535 50,634,535 50,634,535 50,634,535 50,634,535 

純資産額 (百万円) 99,016 98,910 105,961 101,654 104,192 

総資産額 (百万円) 123,209 123,560 132,254 123,412 126,977 

１株当たり純資産額 (円) 1,963.59 2,022.42 2,094.81 2,014.78 2,058.60 

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 62.87 60.84 59.46 128.60 132.42 

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ― 

１株当たり配当額 (円) 16.50 20.00 20.00 35.50 41.00 

自己資本比率 (％) 80.4 80.0 80.1 82.4 82.1 

従業員数 
(外、平均臨時従業員数) 

(名) 
1,826 
(7,639)

1,933
(8,273)

2,063
(9,315)

1,819 
(7,717)

1,882
(8,407)



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社及び当社の関係会社)が営む事業の内容について、重要な変更は

ありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において連結子会社であった、㈱みどりやスーパーは、平成18年３月１日に当社に吸収合併さ

れております。 

  

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

(平成18年８月31日現在) 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に１日８時間月間163時間換算の平均人員を外数で記載しております。

  

(2) 提出会社の状況 

(平成18年８月31日現在) 

(注) 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に１日８時間月間163時間換算の平均人員を外数で記載しております。

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合との間に、特記すべき事項はありません。 

  

事業部門の名称 従業員数(名) 

小売事業 2,492〔14,311〕 

食品製造加工事業 38〔447〕 

合計 2,530〔14,758〕 

従業員数(名) 2,063〔9,315〕 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間のわが国経済は、企業収益の改善を背景とした設備投資の増加などにより、景気は回復基調

に推移しました。個人消費は、雇用環境の改善により増加基調となりましたが、多様化するお客さまのニーズへの

対応や郊外を中心とした競合店との競争の激化により、小売業を取り巻く環境は厳しい状況が続きました。 

このような経営環境のなかで、当社グループ（当社、連結子会社）は、「感動・創造・挑戦」をキーワードに、

「個店経営の確立」、「商品開発の強化」、「基本４項目（フレンドリーサービス、クリンネス、鮮度と味の追

求、品切れ防止）の徹底」、「技術教育及び作業改善による生産性の向上」に取り組み、「小商圏で繰り返し来店

されるお客さまの日常の食卓をより楽しく、豊かに、便利にする」というコンセプトの実現を目指してまいりまし

た。 

出店につきましては、平成18年３月に「利府野中店」（宮城県利府町）、「ひたちなか店」（茨城県ひたちなか

市）、４月に「花春店」（福島県会津若松市）、「エブリア店」（福島県いわき市）、「石巻蛇田店」（宮城県石

巻市）、５月に「市名坂店」（宮城県仙台市）、６月に「足利店」（栃木県足利市）の計７店舗を開設いたしまし

た。一方、平成18年３月に「新守谷店」（茨城県守谷市）、４月に「石岡並木店」（茨城県石岡市）を閉店いたし

ました。 

その結果、当中間連結会計期間末のスーパーマーケットの店舗数は、スーパーカドヤの16店舗を含め、福島県56

店舗、宮城県39店舗、栃木県15店舗、山形県12店舗、茨城県20店の計142店舗となり、総売場面積は前連結会計年度

末に比べて43,057㎡増加し、475,446㎡となりました。 

当中間連結会計期間の業績は、営業収益が1,704億７百万円（前年同期比112.2％）、経常利益が60億５千４百万

円（前年同期比85.5％）、中間純利益は33億１千９百万円（前年同期比87.6％）となりました。 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間において、営業活動によるキャッシュ・フローは92億９千１百万円の収入となり、前年同期

と比べて５億８千３百万円の増加となりました。これは主に、仕入債務が10億１千９百万円増加したことなどによ

るものです。 

投資活動によるキャッシュ・フローは64億２千万円の支出となり、前年同期に比べて31億９千９百万円の減少と

なりました、これは主に、新店及び既存店の改装投資などによる有形固定資産の取得が42億４千７百万円増加した

一方で、投資有価証券取得による支出が43億４千５百万円減少したこと、短期預け金の純増額が25億円減少したこ

となどによるものです。 

財務活動によるキャッシュ・フローは14億３千１百万円の支出となり、前年同期に比べて42億２千３百万円の減

少となりました。これは主に、自己株式取得による支出が46億８千７百万円減少したことなどによるものです。 

以上の結果、当中間連結会計期間末の現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べて14億３千９百万円増加

し、206億８千６百万円となりました。 

  

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 販売実績 

当中間連結会計期間における売上高の内訳は、次のとおりであります。 

① 商品別売上高 

  

(注) １ 『デリカテッセン』欄は、惣菜、寿司、ベーカリー、ファーストフードの売上高であります。 

２ 『その他』欄は、テナントの売上高であります。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

② 県別売上高 

  

(注) 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

商品別 

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日) 

売上高(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％) 

生鮮食品 49,993 30.2 115.4 

加工食品 37,363 22.5 114.1 

デイリー食品 31,347 18.9 115.0 

デリカテッセン 20,125 12.1 112.1 

食料品計 138,831 83.7 114.5 

衣料品 9,876 6.0 101.5 

住居関連商品 9,708 5.9 105.5 

その他 7,360 4.4 95.7 

スーパーマーケット事業計 165,777 100.0 112.1 

県別 

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日) 

売上高(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％) 

福島県 65,145 39.3 100.1 

宮城県 47,946 28.9 104.2 

山形県 15,930 9.6 98.2 

栃木県 19,012 11.5 100.5 

茨城県 17,742 10.7 1,042.2 

合計 165,777 100.0 112.1 



(2) 仕入実績 

当中間連結会計期間における仕入高の内訳は、次のとおりであります。 

  

(注) １ 『デリカテッセン』欄は、惣菜、寿司、ベーカリー、ファーストフードの仕入高であります。 

２ 『その他』欄は、テナントの仕入高であります。 

３ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

商品別 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日) 

仕入高(百万円) 構成比(％) 前年同期比(％) 

生鮮食品 35,575 30.8 115.8 

加工食品 30,793 26.7 115.9 

デイリー食品 21,769 18.9 115.2 

デリカテッセン 6,665 5.8 117.9 

食料品計 94,802 82.2 115.8 

衣料品 6,446 5.6 101.7 

住居関連商品 7,287 6.3 106.4 

その他 6,748 5.9 95.6 

スーパーマーケット事業計 115,285 100.0 112.9 



３ 【対処すべき課題】 

 小売業の取り巻く環境は、出店による店舗競争の激化により厳しさを増すものと思われます。 

 このような経営環境のなかで、当社グループは、基本方針を変えずに、従業員１人1人が目標に 

取り組み、お客さまの満足と経営効率を追求してまいります。 

  また、当社は平成18年９月１日より㈱セブン＆アイ・ホールディングスとの完全子会社となりま 

 した。 

  今後は、㈱セブン＆アイ・ホールディングスのスーパーマーケット事業の中核として、より一層  

 の情報の共有化、シナジー効果の追求を行ってまいります。 

  

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

（提出会社） 

（１）業務提携契約の締結 

  当社は、株式会社イトーヨーカ堂と次の内容の業務提携契約を締結しております。 

 ① 同社と当社は提携関係の基本精神に則り、協調関係を維持推進する。 

② 同社は当社が必要とする商品を全面的に供給する。 

③ 同社はその所有する商標を当社が使用することを受諾する。 

④ 当社は同社に業務提携に基づく対価として一定のロイヤルティーを支払う。 

（２）株式会社セブン＆アイ・ホールディングスとの株式交換について 

 当社は、平成１８年４月１１日に株式会社セブン＆アイ・ホールディングスの完全子会社となることを目的とす

る株式交換契約を締結し、平成１８年５月１９日開催の定時株主総会においての承諾を経て、平成１８年９月１

日に株式交換を行いました。 

 詳細につきましては、「第５ 経理の状況 １ 中間連結財務諸表等 （１）中間連結財務諸表 注記事項」の

「重要な後発事象」および「第５ 経理の状況 ２ 中間財務諸表等 （１）中間財務諸表 注記事項」の「重

要な後発事象」に掲載しております。 

  

  

５ 【研究開発活動】 

特記すべき事項はありません。 

  

  

       

       

       



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間に以下の設備を取得いたしました。 

(1) 提出会社 

  

※ 従業員の数の〔 〕は、臨時従業員数を外書きしております。 

  

(2) 国内子会社 

  

※ 従業員の数の〔 〕は、臨時従業員数を外書きしております。 

  

事業所名 
(所在地) 

設備の内容 

帳簿価額(百万円) 
従業員数
(名) 土地

(面積㎡) 
建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

器具備品 合計 

利府野中店 

（宮城県利府町） 

店舗 

158 

（3,300）

741 － 38 937 

17 

〔77〕 

ひたちなか店 

（茨城県ひたちなか市） 

店舗 － 187 － 42 229 

27 

〔69〕 

花春店 

（福島県会津若松市） 

店舗 

558 

（6,640）

479 － 24 1,063 

12 

〔62〕 

エブリア店 

（福島県いわき市） 

店舗 － 209 － 36 249 

21 

〔66〕 

石巻蛇田店 

(宮城県石巻市） 

店舗 － 157 － 36 193 

17 

〔65〕 

市名坂店 

（宮城県仙台市） 

店舗 

1,914 

（29,890）

951 － 42 2,908 

31 

〔94〕 

足利店 

（栃木県足利市） 

店舗 － 272 － 32 305 

29 

〔64〕 

会社名 
事業所名 
（所在地） 

設備の 
内容 

帳簿価額(百万円) 
従業員数
(名) 土地

(面積㎡) 
建物

及び構築物
機械装置
及び運搬具

器具備品 合計 

㈱ライフフーズ 

郡山第２ファ
クトリー 
(福島県 
郡山市) 

工場 

132 

（4,437）

1,013 311 4 1,462 

3 

〔66〕 



２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備の新設等 

（注）１．今後の所要資金685百万円は、自己資金によりまかなう予定であります。 

   ２．予算金額には、差入保証金が含まれております。 

   ３．上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備の新設計画の変更 

  

（注）設備の新設計画で、南中山店〔仮称〕は完成予定年月を変更しており、水戸笠原店は提出会社による新設へ変更しておりま

す。 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

設備の内容 
予算金額 
（百万円）

既支払額
（百万円）

今後の
所要金額 
（百万円）

着工年月
完成（予
定） 
年月 

年間売上
増加予定額
（百万円）

提出会社 

小山 
ゆうえんちハーベスト 
ウォーク店〔仮称〕 
（栃木県小山市） 

店舗 2,828 2,519 308 
平成 年 月

18.9 
平成 年 月 

19.3 2,400 

提出会社 
黒磯豊浦店〔仮称〕 
（栃木県那須塩原市) 店舗 479 102 376 18.10 19.4 1,700 

会社名 
事業所名 
(所在地) 

設備の内容
完成(予定）年月 

  

提出会社 
南中山店〔仮称〕 
（宮城県仙台市） 

店舗 平成19年3月 

提出会社 
水戸笠原店 

（茨城県水戸市） 
店舗 平成18年10月 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

(注)資本準備金の増加は、平成18年３月１日付で㈱みどりやスーパーを吸収合併したことに伴うものであります。 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 100,000,000 

計 100,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年８月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年11月20日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 50,634,535 50,634,535 
該当事項はありま

せん。 
― 

計 50,634,535 50,634,535 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(千株) 

発行済株式
総数残高 
(千株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成18年３月１日～ 
平成18年８月31日 

― 50,634 ― 9,927 160 12,605 



(4) 【大株主の状況】 

平成18年８月31日現在 

(注)1. 上記の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は次のとおりであります。 

   2. 前事業年度末現在主要株主であった株式会社イトーヨーカ堂は、平成18年３月１日を分割期日とする 

     新設分割を行い、当該会社分割後、当社株式を保有する分割会社が同日を合併期日として株式会社セ 

     ブン＆アイ・ホールディングスに吸収合併されたことに伴い、株式会社セブン＆アイ・ホールディング 

     スが新たに主要株主となりました。 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式 
総数に対する 
所有株式数 
の割合(％) 

株式会社セブン＆アイ・ホールデ
ィングス 

東京都千代田区二番町８番地８ 15,884 31.37 

ノーザン トラスト カンパニー 
（エイブイエフシー）サブ 
アカウント アメリカン 
クライアント 
（常任代理人 香港上海銀行 
東京支店） 

155 BISHOPSGATE LONDON EC2M 3XS,UK
（東京都中央区日本橋３丁目11番１号） 

4,245 8.38 

株式会社セブン＆アイ生活 
デザイン研究所 

東京都千代田区二番町８番地８ 2,476 4.89 

エービーエヌアムロバンクエヌブ
イヨーロピアンハブ 
（常任代理人 シテイバンク・エ
ヌ・エイ東京支店） 

GUSTAV MAHLERLAAN 10 1082 PP,AMSTERDAM, 
NETHERLANDS 
(東京都品川区東品川２丁目３番14号) 

2,138 4.22 

大 髙 善 興 福島県郡山市 1,699 3.35 

日本トラスティ・サービス信託 
銀行株式会社（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８番11号 1,320 2.60 

ゴールドマンサックスインターナ
ショナル 
（常任代理人 ゴールドマン・サ
ックス証券会社東京支店） 

133 FLEET STREET LONDON EC4A 2BB,UK
(東京都港区六本木６丁目10番１号 
六本木ヒルズ森タワー) 

1,056 2.08 

日本マスタートラスト信託銀行 
株式会社（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号 967 1.91 

大 髙 善二郎 福島県郡山市 853 1.68 

ヨークベニマル従業員持株会 福島県郡山市朝日２丁目18番２号 677 1.33 

計   31,319 61.85 

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,320千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 967千株



(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年８月31日現在 

(注) １ 「単元未満株式」には当社所有の自己株式５株が含まれております。 

２ 「完全議決権株式(その他)」の欄には、証券保管振替機構名義の株式が1,200株(議決権12個)含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年８月31日現在 

  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注)1.最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

   2.当社株式は、平成18年８月28日付で上場廃止となっているため、同日までの株価を記載しております。 

  

  

  

  

  

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日まで役員の異動は、次のとおりであります。 

    

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式51,600 ― 

権利内容に何ら限定のない 
当社における標準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 
    50,522,500 505,225 同上 

単元未満株式 
普通株式 
      60,435 ― 同上 

発行済株式総数     50,634,535 ― ― 

総株主の議決権 ― 505,225 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数 
の合計 
(株) 

発行済株式
総数に対する
所有株式数 
の割合(％) 

(自己保有株式) 
株式会社ヨークベニマル 

福島県郡山市朝日二丁目
18番２号 

51,600 ― 51,600 0.1 

計 ― 51,600 ― 51,600 0.1 

月別 平成18年３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 

最高(円) 4,020 4,200 3,970 3,540 3,520 3,730 

最低(円) 3,570 3,820 3,390 3,060 3,190 3,450 

新役名 新職名 旧役名 旧職名 氏名 異動年月日 

取締役 
常務執行役員 
企画財務室長 

取締役 
常務執行役員 
企画室長 

新井 隆二 平成18年9月1日 



  

  

― 
常務執行役員 
業務本部長付 

― 
常務執行役員 
開発室長 

財津 憲 平成18年7月14日 

― 
執行役員 
開発室長 

― 
執行役員 
財務室長 

三澤 隆 平成18年7月14日 

― 
執行役員 
人事部付 

― 
執行役員 
食品事業部長 

布施 京三 平成18年6月1日 

― 
執行役員 
食品事業部長 
兼 物流事業部長 

― 
執行役員 
物流事業部長 

大竹 正人 平成18年6月1日 

― 
執行役員 
店舗開発部リーダー 

― 
執行役員 
ＮＳＣ開発プロジェク
ト・リーダー 

井村 誠治 平成18年9月1日 

― 
執行役員 
企画財務室副室長 

― 
執行役員 
システム管理室長 

橋本 孝 平成18年9月1日 



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間連結会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)は、改正前の中間連結財務諸表規則に

基づき、当中間連結会計期間(平成18年３月１日から平成18年８月31日まで)は、改正後の中間連結財務諸表規則に

基づいて作成しております。 

  ただし、当中間連結会計期間(平成18年３月１日から平成18年８月31日まで)は、「財務諸表等の監査証明に関す

る内閣府令等の一部を改正する内閣府令」（平成18年４月26日 内閣府令第56号）附則第2項により、改正前の中間

連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

  なお、前中間会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日まで)は、改正前の中間財務諸表等規則に基づ

き、当中間会計期間(平成18年３月１日から平成18年８月31日まで)は、改正後の中間財務諸表等規則に基づいて作

成しております。 

 ただし、当中間会計期間(平成18年３月１日から平成18年８月31日まで)は、「財務諸表等の監査証明に関する内

閣府令等の一部を改正する内閣府令」（平成18年４月26日 内閣府令第56号）附則第2項により、改正前の中間財務

諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成17年３月１日から平成17年８月31日ま

で)の中間連結財務諸表及び前中間会計期間（平成17年３月１日から平成17年８月31日まで）の中間財務諸表について

は、中央青山監査法人により中間監査を受け、当中間連結会計期間(平成18年３月１日から平成18年８月31日まで)の

中間連結財務諸表及び当中間会計期間(平成18年３月１日から平成18年８月31日まで)の中間財務諸表については、み

すず監査法人並びにあずさ監査法人により中間監査を受けております。 

 なお、従来から当社が監査証明を受けている中央青山監査法人は、平成18年９月１日付でみすず監査法人に名称変

更しております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年８月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)                

Ⅰ 流動資産                

現金及び預金     23,688   20,686    19,250  

売掛金     616   802    567  

たな卸資産     6,380   7,783    7,613  

短期預け金     14,500   10,000    11,000  

その他     7,358   7,584    6,926  

流動資産合計     52,544 36.8  46,857 29.8   45,356 29.9

Ⅱ 固定資産                

有形固定資産 ※１              

建物及び構築物     30,050   35,839    33,032  

土地     24,957   26,430    26,321  

その他     6,349   10,246    9,890  

有形固定資産合計     61,356   72,516    69,244  

無形固定資産                

連結調整勘定     157   2,616    2,761  

その他     836   877    893  

無形固定資産合計     993   3,494    3,655  

投資その他の資産                

  投資有価証券     ―   10,063    10,728  

長期差入保証金     16,609   18,188    17,629  

その他     11,959   6,529    5,799  

貸倒引当金     △606   △606    △606  

投資その他の資産合計     27,962   34,175    33,552  

固定資産合計     90,313 63.2  110,186 70.2   106,451 70.1

資産合計     142,858 100.0  157,044 100.0   151,808 100.0

            



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年８月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)                

Ⅰ 流動負債                

買掛金     14,243   16,705    13,344  

短期借入金     ―   ―    360  

未払法人税等     3,222   2,784    2,669  

賞与引当金     1,572   1,731    1,420  

ポイントカード引

当金 
    ―   14    14  

その他     6,578   7,594    8,201  

流動負債合計     25,617 17.9  28,830 18.4   26,010 17.1

Ⅱ 固定負債                

退職給付引当金     36   56    57  

役員退職慰労 
引当金 

    665   746    699  

その他     1,245   1,941    1,459  

固定負債合計     1,947 1.4  2,744 1.7   2,216 1.5

負債合計     27,564 19.3  31,574 20.1   28,227 18.6

(少数株主持分)                

少数株主持分     ― ―  ― ―   ― ―

(資本の部)                

Ⅰ 資本金     9,927 7.0  ― ―   9,927 6.5

Ⅱ 資本剰余金     12,839 9.0  ― ―   12,839 8.5

Ⅲ 利益剰余金     96,480 67.5  ― ―   99,015 65.2

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

    1,256 0.9  ― ―   1,917 1.3

Ⅴ 為替換算調整勘定     9 0.0  ― ―   29 0.0

Ⅵ 自己株式     △5,219 △3.7  ― ―   △148 △0.1

資本合計     115,293 80.7  ― ―   123,581 81.4

負債、少数株主持分 
及び資本合計 

    142,858 100.0  ― ―   151,808 100.0

           



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間末 

(平成18年８月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結貸借対照表 
(平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)                

Ⅰ 株主資本                

１ 資本金     ― ―  9,927 6.3   ― ―

２ 資本剰余金     ― ―  12,839 8.2   ― ―

３ 利益剰余金     ― ―  101,190 64.4   ― ―

４ 自己株式     ― ―  △158 △0.1   ― ―

株主資本合計     ― ―  123,799 78.8   ― ―

Ⅱ 評価・換算差額等                

１ その他有価証券 
  評価差額金 

    ― ―  1,643 1.1   ― ―

２ 為替換算調整 
  勘定 

    ― ―  26 0.0   ― ―

評価・換算 
差額等合計 

    ― ―  1,670 1.1   ― ―

純資産合計     ― ―  125,469 79.9   ― ―

負債純資産合計     ― ―  157,044 100.0   ― ―

            



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度の 
要約連結損益計算書 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     147,907 100.0  165,777 100.0   306,639 100.0

Ⅱ 売上原価     105,165 71.1  118,667 71.6   218,118 71.1

売上総利益     42,742 28.9  47,109 28.4   88,520 28.9

Ⅲ 営業収入                

受取手数料収入   3,379    3,635   6,809    

不動産賃貸収入   625 4,004 2.7 995 4,630 2.8 1,459 8,269 2.7

営業総利益     46,747 31.6  51,740 31.2   96,790 31.6

Ⅳ 販売費及び 
一般管理費 

※１   39,694 26.8  45,832 27.6   82,701 27.0

営業利益     7,053 4.8  5,907 3.6   14,088 4.6

Ⅴ 営業外収益                

受取利息   50    73   107    

受取配当金   12    21   23    

テナント手数料   ―    ―   47    

補助金収入   ―    32   ―    

その他   68 132 0.1 75 202 0.1 83 262 0.1

Ⅵ 営業外費用                

支払利息   ―    4   5 

  

 

持分法による 
投資損失 

  ―    36   57  

貸倒損失   ―    ―   59    

その他   106 106 0.1 13 55 0.0 57 179 0.1

経常利益     7,078 4.8  6,054 3.7   14,170 4.6

Ⅶ 特別利益                

固定資産売却益 ※２ ―    ―   20    

投資有価証券 
売却益 

  ―    99   ―    

その他   ― ― ― ― 99 0.1 1 22 0.0

Ⅷ 特別損失                

固定資産売却損 ※３ 0    0   16    

固定資産廃棄損 ※４ 535    233   312    

減損損失 ※５ ―    ―   365    

その他   ― 535 0.4 30 264 0.2 636 1,331 0.4

税金等調整前 
中間(当期) 
純利益 

    6,542 4.4 5,890 3.6   12,861 4.2

法人税、住民税 
及び事業税 

※６ 3,050    2,621   5,571    

法人税等調整額 ※６ △293 2,756 1.8 △50 2,571 1.6 △74 5,497 1.8

中間(当期) 
純利益 

    3,786 2.6  3,319 2.0   7,364 2.4

           



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

前連結会計年度の 
連結剰余金計算書 

(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)           

Ⅰ 資本剰余金期首残高     12,839   12,839 

Ⅱ 資本剰余金減少高           

自己株式処分差益取崩   ― ― 0 0 

Ⅲ 資本剰余金 
中間期末(期末)残高 

    12,839   12,839 

            

(利益剰余金の部)           

Ⅰ 利益剰余金期首残高     93,729   93,729 

Ⅱ 利益剰余金増加高           

  中間(当期)純利益   3,786 3,786 7,364 7,364 

Ⅲ 利益剰余金減少高           

１ 配当金   958   1,936   

２ 役員賞与   77   77   

３ 自己株式処分差損   ― 1,035 63 2,077 

Ⅳ 利益剰余金 
中間期末(期末)残高 

    96,480   99,015 

   



④ 【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日) 

  

  

  

  
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年２月28日残高(百万円) 9,927 12,839 99,015 △148 121,633 

中間連結会計期間中の変動額           

 剰余金の配当     △1,062   △1,062 

 役員賞与     △82   △82 

 中間純利益     3,319   3,319 

 自己株式の取得       △9 △9 

 自己株式の処分   0   0 0 

株主資本以外の項目の中間連結会
計期間中の変動額（純額） 

(百万円)
          

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― 0 2,174 △9 2,165 

平成18年８月31日残高(百万円) 9,927 12,839 101,190 △158 123,799 

  

評価・換算差額等 

純資産合計その他 
有価証券 
評価差額金 

為替換算
調整勘定 

評価・換算
差額等合計 

平成18年２月28日残高(百万円) 1,917 29 1,947 123,581 

中間連結会計期間中の変動額         

 剰余金の配当       △1,062 

 役員賞与       △82 

 中間純利益       3,319 

 自己株式の取得       △9 

 自己株式の処分       0 

 株主資本以外の項目の 
 中間連結会計期間中の変動額 
 (純額) 

△273 △3 △277 △277 

中間連結会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△273 △3 △277 1,888 

平成18年８月31日残高(百万円) 1,643 26 1,670 125,469 



⑤ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・
フロー 

        

税金等調整前中間(当期) 
純利益 

  6,542 5,890 12,861 

減価償却費   2,467 3,019 5,267 

減損損失   ― ― 365 

連結調整勘定償却額   39 145 198 

持分法による投資損失   17 36 57 

賞与引当金の増加額   312 311 119 

退職給付引当金の増加額又は
減少額(△) 

  0 △0 △32 

役員退職慰労引当金の増加額   31 46 66 

受取利息及び受取配当金   △63 △94 △131 

投資有価証券売却益   ― △99 ― 

固定資産廃棄売却損   535 233 329 

売上債権の増加額(△)   △159 △235 △103 

たな卸資産の増加額(△) 
又は減少額 

  66 △170 △451 

仕入債務の増加額又は減少額
(△) 

  2,341 3,361 △15 

その他   △431 △954 655 

小計   11,701 11,488 19,186 

利息及び配当金の受取額   66 98 129 

利息の支払額   ― △４ △5 

法人税等の支払額   △3,060 △2,291 △6,203 

営業活動によるキャッシュ・
フロー 

  8,708 9,291 13,106 

Ⅱ  投資活動によるキャッシュ・ 
フロー 

        

定期預金の預入による支出   ― ― △3 

定期預金の払戻による収入   ― 3 3 

短期預け金の増加額(△)又は
減少額 

  △1,500 1,000 2,000 

有形固定資産の取得による 
支出 

  △3,523 △7,771 △10,048 

有形固定資産の売却による 
収入 

  0 0 68 

有形固定資産の除却による 
支出 

  △26 △17 △131 

無形固定資産の取得による 
支出 

  △138 △184 △248 

無形固定資産の売却による 
収入 

  20 61 20 

投資有価証券の取得による 
支出 

  △4,345 ― △7,195 

投資有価証券の売却による 
収入 

  13 312 215 

貸付けによる支出   △69 △6 △89 

貸付金の回収による収入   112 29 113 

差入保証金の差入による支出   △49 △21 △200 

差入保証金の返還による収入   112 556 810 

子会社株式の取得による収入   ― ― 1,058 

その他   △226 △384 △1,876 

投資活動によるキャッシュ・ 
フロー 

  △9,620 △6,420 △15,503 



  

  

   
前中間連結会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日)

当中間連結会計期間 

(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日)

前連結会計年度の 
要約連結キャッシュ・ 
フロー計算書 

(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・ 
フロー 

        

短期借入金の返済による支出   ― △360 △1,871 

社債の償還による支出   ― ― △60 

自己株式取得による支出   △4,696 △9 △4,741 

配当金の支払額   △957 △1,062 △1,936 

その他   ― 0 ― 

財務活動によるキャッシュ・ 
フロー 

  △5,654 △1,431 △8,609 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る 
換算差額 

  ― ― ― 

Ⅴ 現金及び現金同等物の 
増加額又は減少額(△) 

  △6,567 1,439 △11,005 

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
期首残高 

  30,252 19,247 30,252 

Ⅶ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

  23,685 20,686 19,247 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１ 連結の範囲に関す

る事項 

すべての子会社を連結して

おります。 

連結子会社は次の２社であ

ります。 

 ㈱ライフフーズ 

㈱みどりやスーパー 

すべての子会社を連結して

おります。 

連結子会社は次の２社であ

ります。 

 ㈱ライフフーズ 

 ㈱スーパーカドヤ 

なお、当中間連結会計期間

において㈱みどりやスーパ

ーを当社が吸収合併したこ

とにより、当中間連結会計

期間において、連結子会社

が１社減少しております。 

すべての子会社を連結して

おります。 

連結子会社は次の３社であ

ります。 

 ㈱ライフフーズ 

 ㈱みどりやスーパー 

 ㈱スーパーカドヤ 

なお、㈱スーパーカドヤに

ついては、平成17年９月１

日付で株式交換により当社

の100％子会社となったた

め、当連結会計年度から連

結の範囲に含めることとい

たしました。また、当連結

会計期間においては、同社

の平成17年９月１日から平

成18年２月28日に係る財務

諸表を使用しております。 

  

２ 持分法の適用に関

する事項 

(1) 持分法適用関連会社は

次の１社であります。 

北京王府井洋華堂商業 

有限公司 

（王府井ヨーカ堂有限 

 会社） 

(2) 王府井ヨーカ堂有限会

社の中間決算日は６月

30日であり、同社の中

間会計期間に係る中間

財務諸表を使用してお

ります。 

 持分法を適用しない関連

会社はありません。 

同左 (1) 持分法適用関連会社は

次の１社であります。 

北京王府井洋華堂商業 

有限公司 

（王府井ヨーカ堂有限 

 会社） 

(2) 王府井ヨーカ堂有限会

社の決算日は12月31日

であり、同社の事業年

度に係る財務諸表を使

用しております。 

 持分法を適用しない関連

会社はありません。 

３ 連結子会社の中間

決算日(決算日)等

に関する事項 

すべての連結子会社の中間

決算日は、中間連結決算日

と一致しております。 

同左 すべての連結子会社の事業

年度末日と連結決算日は一

致しております。 

４ 会計処理基準に関

する事項 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① たな卸資産 

商品 

…生鮮食品 

最終仕入原価法

による原価法 

店舗在庫商品(除

く生鮮食品) 

売価還元低価法 

(一部連結子会社

は売価還元原価

法) 

センター在庫商品

(除く生鮮食品) 

先入先出法によ

る原価法 

貯蔵品 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① たな卸資産 

商品 

…生鮮食品 

最終仕入原価法

による原価法 

店舗在庫商品(除

く生鮮食品) 

売価還元低価法 

  

   センター在庫商品

(除く生鮮食品) 

      先入先出法 

      による原価法 

  なお、連結子会社は主と

  して売価還元原価法を採

  用しております。 

(1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① たな卸資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  



  

最終仕入原価法

による原価法 

  

  

② 有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法(定額

法) 

     貯蔵品 

     最終仕入原価法 

     による原価法  

  

  ② 有価証券 

――― 

  

  

  

  ② 有価証券 
     ――― 



  

項目 

  

前中間連結会計期間 

(自 平成17年３月１日 

至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成18年３月１日 

至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 

(自 平成17年３月１日 

至 平成18年２月28日) 

  その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算期末日

の市場価格等に

基づく時価法 

(評価差額は、

全部資本直入法

により処理し、

売却原価は移動

平均法により算

定) 

時価のないもの 

移動平均法によ

る原価法 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法によっており

ます。 

ただし、一部連結子

会社は、平成10年４

月１日以降に取得し

た建物(附属設備を

除く)は定額法によ

っております。 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算期末日

の市場価格等に

基づく時価法 

(評価差額は、

全部純資産直入

法により処理

し、売却原価は

移動平均法によ

り算定) 

時価のないもの 

移動平均法によ

る原価法 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

 連結決算日の市

場価格等に基づ

く時価法(評価

差額は全部資本

直入法により処

理し、売却原価

は移動平均法に

より算定) 

  

時価のないもの 

 移動平均法に

よる原価法 

(2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

定額法によっており

ます。 

自社利用のソフトウ

ェアについては、社

内における利用可能

期間(５年)に基づく

定額法によっており

ます。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

  ③ 長期前払費用 

均等償却をしており

ます。 

③ 長期前払費用 

同左 

③ 長期前払費用 

同左 

  (3) 重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる

損失に備えるため、

一般債権は貸倒実績

率により、貸倒懸念

債権等特定の債権は

個別に回収可能性を

検討し、回収不能見

込額を計上しており

ます。 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

同左 



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

  ② 賞与引当金 

従業員に対する賞与

の支出に備えるた

め、支給見込額基準

による算出額を計上

しております。 

② 賞与引当金 

同左 

② 賞与引当金 

同左 

  ③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務及び年

金資産の見込額に基

づき、当中間連結会

計期間末において発

生していると認めら

れる額を計上してお

ります。 

なお、過去勤務債務

については、その発

生時の従業員の平均

残存勤務期間内の一

定の年数(５年)によ

る定額法により処理

しております。 

また、数理計算上の

差異については、そ

の発生時の従業員の

平均残存勤務期間内

の一定の年数(10年)

による定額法により

翌連結会計年度から

処理することとして

おります。 

③ 退職給付引当金 

    同左 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に

備えるため、当連結

会計年度末における

退職給付債務及び年

金資産の見込額に基

づき計上しておりま

す。 

なお、過去勤務債務

については、その発

生時の従業員の平均

残存勤務期間内の一

定の年数(５年)によ

る定額法により処理

しております。 

また、数理計算上の

差異については、そ

の発生時の従業員の

平均残存勤務期間内

の一定の年数(10年)

による定額法により

翌連結会計年度から

処理することとして

おります。 

  

  ④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の

支出に備えるため、

内規に基づく中間連

結会計期間末要支給

額を計上しておりま

す。 

④ 役員退職慰労引当金 

同左 

④ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の

支出に備えるため、

内規に基づく期末要

支給額を計上してお

ります。 

  

  

  

  

  

  

  

――― ⑤ ポイントカード 

  引当金 

ポイントカード制度に基

づき顧客へ付与したポイ

ントの利用に備えるため

当中間連結会計期間末に

おいて将来使用されると

見込まれる額を計上して

おります。 

⑤ ポイントカード 

  引当金 

ポイントカード制度に基

づき顧客へ付与したポイ

ントの利用に備えるため

当連結会計年度末におい

て将来使用されると見込

まれる額を計上しており

ます。 

  (4) 重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主

に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リ

ース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に

準じた会計処理によってお

ります。 

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

  

(4) 重要なリース取引の処

理方法 

同左 

  



  

  

項目 
前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

  (5) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会

計処理は税抜方式によって

おります。 

(5) その他中間連結財務諸

表作成のための重要な

事項 

消費税等の会計処理 

同左 

(5) その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシ

ュ・フロー計算書

( 連結キャッシ

ュ・フロー計算

書)における資金

の範囲 

中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書における資金(現

金及び現金同等物)は、手

許現金、随時引き出し可能

な預金及び容易に換金可能

であり、かつ、価値の変動

について僅少なリスクしか

負わない取得日から３ヶ月

以内に償還期限の到来する

短期投資からなっておりま

す。 

同左 連結キャッシュ・フロー計

算書における資金(現金及

び現金同等物)は、手許現

金、随時引き出し可能な預

金及び容易に換金可能であ

り、かつ、価値の変動につ

いて僅少なリスクしか負わ

ない取得日から３ヶ月以内

に償還期限の到来する短期

投資からなっております。 



会計処理の変更 

  

  
  

表示方法の変更 

  

  

追加情報 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

―――――― 

  

  

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準） 

当中間連結会計期間より、「貸借

対照表の純資産の部の表示に関する

会計基準」（企業会計基準第５号平

成17年12月９日）及び「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準等の適用指針」（企業会計基準適

用指針第８号平成17年12月９日）を

適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する

金額は125,469百万円であります。 

なお、中間連結財務諸表規則の改

正により、当中間連結会計期間にお

ける中間連結貸借対照表の純資産の

部については、改正後の中間連結財

務諸表規則により作成しておりま

す。 

―――――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

(中間連結キャッシュ・フロー計算書) 

財務活動によるキャッシュ・フローの「自己株式の取

得による支出」は、前連結会計年度までは財務活動に

よるキャッシュ・フローの「その他」に含めて表示し

ておりましたが、当中間連結会計期間において金額的

重要性が増加したため区分掲記いたしました。なお、

「その他」に含まれている「自己株式取得による支

出」は前中間連結会計期間において△３百万円であり

ます。 

          ―――――― 

（中間連結貸借対照表） 

投資その他の資産の「投資有価証券」は前中間連結会

計期間まで「その他」に含めて表示しておりました

が、当中間連結会計期間において資産の総額の100分の

５を超えたため区分掲記しております。なお、前中間

連結会計期間の「その他」に含まれる「投資有価証

券」の金額は6,970百万円であります。 

  

  

（中間連結損益計算書） 

営業外費用の「持分法による投資損失」は前中間連結

会計期間まで「その他」に含めて表示しておりました

が、営業外費用の100分の10を超えたため区分掲記して

おります。なお、前中間連結会計期間の「その他」に

含まれる「持分法による投資損失」は17百万円であり

ます。 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

―――――― 

  

  

  

  

  

     ――――――  「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に交付され、平成16年

4月１日以降に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当連結会計年度から「法

人事業税における外形標準課税部分

の損益計算書上の表示についての実

務上の取扱い」（平成16年２月13日



  

  

  

  

  

  

企業会計基準委員会 実務対応報告

第12号）に従い、法人事業税の付加

価値割及び資本割263百万円を販売

費及び一般管理費に含めて表示して

おります。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年８月31日) 

前連結会計年度末 
(平成18年２月28日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

56,840百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

61,836百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

59,440百万円 

２ 偶発債務 

連結子会社以外の会社等の金

融機関からの借入金に対し

て、次のとおり債務保証を行

っております。 

従業員 18百万円

２ 偶発債務 

連結子会社以外の会社等の金

融機関からの借入金に対し

て、次のとおり債務保証を行

っております。 

従業員 ７百万円

２ 偶発債務 

連結子会社以外の会社等の金

融機関からの借入金に対し

て、次のとおり債務保証を行

っております。 

従業員 12百万円



(中間連結損益計算書関係) 

  
前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの 

宣伝装飾費 1,577百万円

従業員給料 
賞与 

16,257百万円

賞与引当金 
繰入額 

1,550百万円

減価償却費 2,284百万円

地代家賃 2,944百万円

水道光熱費 2,280百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの 

宣伝装飾費 1,936百万円

従業員給料
賞与 

18,681百万円

賞与引当金
繰入額 

1,707百万円

減価償却費 2,796百万円

地代家賃 3,643百万円

水道光熱費 2,843百万円

※１ 販売費及び一般管理費の主な

もの 

宣伝装飾費 3,563百万円

従業員給料 
賞与 

35,597百万円

賞与引当金 
繰入額 

1,357百万円

減価償却費 4,891百万円

地代家賃 6,251百万円

水道光熱費 5,001百万円

※２   ―――――― ※２   ―――――― ※２ 固定資産売却益20百万円は、

主に土地の売却によるもので

あります。 

※３ 固定資産売却損０百万円は、

土地の売却によるものであり

ます。 

※３ 固定資産売却損０百万円は、

車両運搬具の売却によるもの

であります。 

※３ 固定資産売却損16百万円は、

主に車両運搬具の売却による

ものであります。 

※４ 固定資産廃棄損535百万円

は、ソフトウェア等の除却に

よるもの460百万円、設備の

老朽化によるもの50百万円、

店舗閉鎖によるもの23百万円

であり、内訳は次のとおりで

あります。 

※５   ―――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

建物及び 
構築物 

 35百万円

ソフト 
ウェア 

 383百万円

器具備品他 116百万円

   

※４ 固定資産廃棄損233百万円

は、主に物流センター閉鎖等

によるものであり、内訳は次

のとおりであります。 

  

  

  

  

  

※５   ―――――― 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

建物及び
構築物 

50百万円

器具備品他 183百万円

   

※４ 固定資産廃棄損312百万円

は、店舗閉鎖によるもの118

百万円、店舗改装等によるも

の193百万円であり、内訳は

次のとおりであります。 

  

  

  

  

  

※５ 減損損失の内訳は次のとおり

です。 

   当社グループは以下の資産グ

ループについて減損損失を計

上しております。 

  

    当社グループは、キャッシ

ュ・フローを生み出す最小単

位として店舗を基本単位とし

てグループビングしておりま

す。 

    当連結会計年度において、

収益性等の観点から退店の意

思決定をした店舗に係る固定

資産の帳簿価額を回収可能額

まで減額し、当該減少額を減

損損失として計上しておりま

す。 

    当該資産グループの回収可

建物及び
構築物 

157百万円 

器具備品他 154百万円 

用途
  

 店舗用資産 

場所
 茨城県 
（２店舗） 

種類 
連結調整勘定 

及び建物等 

減損損失 365百万円 



  

  

  

  

  

※６ 当中間連結会計期間に係る納

付税額及び法人税等調整額は

当期において予定している利

益処分による固定資産圧縮積

立金の取崩しを前提として当

中間連結会計期間に係る金額

を計算しております。 

  

  

  

  

※６ 当中間連結会計期間に係る納

付税額および法人税等調整額

は、当期において予定してい

る、固定資産圧縮積立金の取

崩しを前提として当中間連結

会計期間に係る金額を計算し

ております。 

能価額は正味売却価額により測定し

ており、その正味価額を零と

して評価しております。 

※６   ―――――― 

  



(中間連結株主資本等変動計算書関係) 

  

  

(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

     ―――――― 1.発行済株式の種類及び総数並びに 

 自己株式の種類及び株式数に関す 

 る事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株

式数の増加は、単元未満株式

の買取請求によるものです。 

   ２．普通株式の自己株式の株

式数の減少は、単元未満株式

の買増し請求によるもので

す。 

２．配当金に関する事項 

 (1)配当金支払額 

平成18年５月19日開催の第43回定時 

株主総会において次のとおり決議し 

ております。 

・普通株式の配当に関する事項 

①配当金の総額 1,062,296,214円 

②1株当たりの配当額  21円00銭 

③基準日    平成18年２月28日 

④効力発生日  平成18年５月22日 

 (2)基準日が当中間連結会計期間 

 に属する配当のうち、配当の効力 

 発生日が当中間連結会計期間後と 

 なるもの 

 平成18年10月12日開催の取締役会 

 において次のとおり決議しており 

 ます。 

・普通株式の配当に関する事項 

①配当金の総額 1,011,658,600円 

②配当の原資     利益剰余金 

③1株当たりの配当額  20円00銭 

④基準日    平成18年８月31日 

⑤効力発生日  平成18年11月15日 

  発行済株式 自己株式 

株式の種
類 

普通株式 普通株式 

前連結会
計年度株
式数 

50,634,535株 49,001株 

当中間連
結会計期
間増加株
式数 

－ 2,658株

当中間連
結会計期
間減少株
式数 

－ 54株

当中間連
結会計期
間末株式
数 

50,634,535株 51,605株

     ―――――― 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 



現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

  
  
  

現金及び預金勘定 23,688百万円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金 

△3百万円

現金及び現金 
同等物 

23,685百万円

現金及び現金同等物の中間期末残高

と中間連結貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

  
  
  

現金及び預金勘定 20,686百万円

   

現金及び現金
同等物 

20,686百万円

1.現金及び現金同等物の期末残高と

連結貸借対照表に掲記されている科

目の金額との関係 

   

現金及び預金勘定 19,250百万円

預入期間が３ヶ月 
を超える定期預金 

△3百万円

現金及び現金
同等物 

19,247百万円

     ――――――      ―――――― 2.株式の取得により新たに連結子会

社となった会社の資産及び負債の主

な内訳 

 株式の取得により新たに㈱スーパ

ーカドヤを連結したことに伴う連結

開始時の資産及び負債の内訳並びに

同社株式の取得価額と取得のための

支出（純額）との関係は次のとおり

であります。 

㈱スーパーカドヤ(平成17年９月１

日現在） 

 流動資産     1,972百万円 

 固定資産     4,813百万円 

 連結調整勘定   3,115百万円 

 流動負債    △2,269百万円 

 固定負債    △2,581百万円 

 株式交換    △5,051百万円 

 ㈱スーパーカド  
 ドヤの現金及び  
 現金同等物   △1,058百万円 

㈱スーパーカド 
ヤ株式の取得価額 

 5,051百万円 

差引：㈱スーパ 
ーカドヤ取得の 
ための支出（△ 
収入） 

△1,058百万円 



(リース取引関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引 

①リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

      器具備品 

取得価額 
相当額 

   6,736百万円

減価償却 
累計額相当額 

   3,508百万円

中間期末 
残高相当額 

   3,227百万円

①リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

     器具備品 

取得価額 
相当額 

  8,997百万円

減価償却 
累計額相当額 

  4,193百万円

中間期末 
残高相当額 

  4,804百万円

①リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

        器具備品 

取得価額
相当額 

  8,253百万円

減価償却
累計額相当額

  4,354百万円

期末残高
相当額 

  3,899百万円

②未経過リース料中間期末残高

相当額 

(注) なお、取得価額相当額及び未

経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法に

より算出しております。 

１年内 1,264百万円

１年超 1,962百万円

合計 3,227百万円

②未経過リース料中間期末残高

相当額 

(注) なお、取得価額相当額及び未

経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法に

より算出しております。 

１年内 1,703百万円

１年超  3,101百万円

合計 4,804百万円

②未経過リース料期末残高相当

額 

(注) なお、取得価額相当額及び未

経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高

の有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支

払利子込み法により算出して

おります。 

１年内 1,469百万円

１年超 2,430百万円

合計 3,899百万円

③支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース 
料 

715百万円

減価償却費 
相当額 

715百万円

③支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース
料 

950百万円

減価償却費
相当額 

950百万円

③支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース 
料 

1,581百万円

減価償却費 
相当額 

1,581百万円

④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。 

④減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数と

し、残存価額を零とする定

額法によっております。 

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 206百万円

１年超 2,744百万円

合計 2,950百万円

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 313百万円

１年超 4,156百万円

合計 4,470百万円

２ オペレーティング・リース取引 

未経過リース料 

１年内 313百万円

１年超 4,313百万円

合計 4,627百万円



(有価証券関係) 
前中間連結会計期間(平成17年８月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

  
２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  
当中間連結会計期間(平成18年８月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

  
２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  
前連結会計年度(平成18年２月28日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 
  

  
２ 時価評価されていない主な有価証券 

  

  

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 494 2,581 2,086 

区分 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券   

非上場株式(店頭売買株式を除く) 4,389 

区分 
取得原価
(百万円) 

中間連結貸借
対照表計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 507 3,237 2,730 

区分 
中間連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券   

非上場株式 6,826 

区分 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表
計上額(百万円) 

差額 
(百万円) 

株式 507 3,692 3,185 

区分 
連結貸借対照表計上額

(百万円) 

その他有価証券   

非上場株式 7,036 



(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間(自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日)、当中間連結会計期間(自 平成18年３月

１日 至 平成18年８月31日)及び前連結会計年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日) 

デリバティブ取引を全く利用しておりませんので、該当事項はありません。 

  

(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日)、当中間連結会計期間(自 平成18年３

月１日 至 平成18年８月31日)及び前連結会計年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日)について

は、スーパーマーケットチェーン事業の売上高及び営業利益の金額が、それぞれ全セグメントの売上高合計及

び営業利益の生じているセグメントの営業利益合計額に占める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類

別セグメント情報の記載を省略いたしました。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日)、当中間連結会計期間(自 平成18年３

月１日 至 平成18年８月31日)及び前連結会計年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日)について

は、本国以外に所在する連結子会社及び重要な在外支店はありません。 

  

【海外売上高】 

前中間連結会計期間(自 平成17年３月１日 至 平成17年８月31日)、当中間連結会計期間(自 平成18年３

月１日 至 平成18年８月31日)及び前連結会計年度(自 平成17年３月１日 至 平成18年２月28日)について

は、海外売上高はありません。 

  



(ストック・オプション等関係) 

当中間連結会計期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日） 

該当事項はありません。 

  

  

  



(１株当たり情報) 

  

  

（注）１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

２ １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(重要な後発事象) 

前中間連結会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１株当たり純資産額 2,357.41円 １株当たり純資産額 2,480.47円 １株当たり純資産額 2,441.30円

１株当たり中間純利益 75.77円 １株当たり中間純利益 65.62円 １株当たり当期純利益 144.73円

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間連結会計期間末
(平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
（平成18年２月28日) 

純資産の部の合計金額 ― 125,469百万円 ― 

純資産の部から合計額を控除する金額 ― ―百万円 ― 

普通株式に係る中間期末（期末）の 
純資産額 

― 125,469百万円 ― 

１株当たり純資産額の算定に用いられ

た中間期末（期末）の普通株式の数 
― 50,582,930株 ― 

  
前中間連結会計期間
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前連結会計年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

中間(当期)純利益 3,786百万円 3,319百万円 7,364百万円 

普通株主に帰属しない金額 ―百万円 ―百万円 86百万円 

(うち役員賞与金) (―百万円) (―百万円) (86百万円)

普通株式に係る中間(当期)純利益 3,786百万円 3,319百万円 7,277百万円 

普通株式の期中平均株式数 49,980,237株 50,584,604株 50,283,132株 

前中間連結会計期間末 
(平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年８月31日) 

前連結会計年度末 
(平成18年２月28日) 

  

      ――――― 

（株式会社セブン＆アイ・ホールデ
ィングスとの株式交換について） 
 当社と株式会社セブン＆アイ・ホ

（株式会社セブン＆アイ・ホールディ

ングスとの株式交換について） 



  

ールディングスは、平成18年５月19
日開催の定時株主総会において承認
された株式交換契約書に基づき、平
成18年９月１日に株式交換を実施
し、当社は同社の完全子会社となり
ました。 
 これに伴い、当社及び連結子会社
が所有していた株式会社セブン＆ア
イ・ホールディングス株式（当中間
連結会計期間末簿価2,664百万円）及
び当社が所有していた自己株式158百
万円は親会社株式となり、流動資産
に計上されることとなります。 

 当社は、平成18年４月11日に株式会

社セブン＆アイ・ホールディングスの

完全子会社となることを目的とする株

式交換契約を締結し、平成18年５月19

日開催の定時株主総会において承認を

受けております。 

  

(１)株式交換契約の概要 

①株式交換の目的 

当社は、昭和48年の株式会社イトーヨ

ーカ堂との業務提携開始以降、33年間

にわたって様々な方面での情報交換・

事業展開・仕入れや物流の共同化等を

通じて、株式会社セブン＆アイ・ホー

ルディングス内の各方面の事業体との

関係を深めてまいりました。当社は、

グループ内での提携を活かしつつ、特

に、「小商圏で繰り返し来店されるお

客さまの日常の食卓をより楽しく、豊

かに、便利にする」というコンセプト

の実現を目指し、「個店経営の確

立」、「商品開発の強化」等を基本方

針としたドミナント戦略により、200

店舗達成に向けた組織・仕組みづくり

と、東北地域での確固たる足場と優良

な財務基盤の構築に邁進してまいりま

した。 

 しかしながら、市場競争は一段と激

化しており、かつ、少子高齢化や顧客

ニーズの多様化が進むなかで、当社が

継続的発展を遂げるためには、両社の

持つオペレーション、販売網、コスト

管理並びにマーチャンダイジングの連

携強化による一層のシナジー効果の創

出とグループ内のスーパーマーケット

部門全体の一段の経営効率化が必要で

あると判断いたしました。かかる戦略

の推進のため、当社は、株式会社セブ

ン＆アイ・ホールディングスの当社に

対する持株比率を100％とする株式交

換を実施することといたしましまし

た。 

②株式交換の日 

 平成18年９月１日(予定) 

  

前中間連結会計期間末 
(平成17年８月31日) 

当中間連結会計期間末
(平成18年８月31日) 

前連結会計年度末 
(平成18年２月28日) 

  

  

  ③株式交換に際して発行する株式 

 株式会社セブン＆アイ・ホールディ

ングスは、株式交換に際して、株式交

換の日の前日の最終の当社の株主名簿

(実質株主名簿を含む。)に記載または

記録された株主(実質株主を含む。)の

うち株式会社セブン＆アイ・ホールデ

ィングスを除く株主が所有する当社の

普通株式の数に0.88を乗じた数の合計



  

  

(2) 【その他】 

 該当事項はありません。 

の普通株式30,580,237株を発行し、当

社の株主に対して、その所有する当社

の普通株式1株につき、それぞれ株式

会社セブン＆アイ・ホールディングス

の普通株式0.88株の割合をもって割当

交付いたします。 

(２)株式会社セブン＆アイ・ホールデ

ィングスの概要 

 ①住所 東京都千代田区二番町８番

     地８ 

 ②代表者の氏名 代表取締役 

         村田 紀敏 

 ③資本金 50,000百万円 

 ④事業内容  

  小売企業グループの企画、管理、

  運営等 

 ⑤売上高及び当期純利益 

         (平成18年2月期) 

  売上高      35,411百万円

  当期純利益    32,515百万円

 ⑥資産、負債、資本の状況 

      (平成18年2月28日現在) 

  資産      1,610,636百万円

  負債       153,030百万円

  資本      1,457,606百万円



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年８月31日) 

当中間会計期間末 

(平成18年８月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)                     

Ⅰ 流動資産                     

現金及び預金   18,854     18,278     16,669     

売掛金   558     732     505     

たな卸資産   6,035     6,790     6,432     

短期貸付金   147     950     1,162     

短期預け金   8,000     6,000     6,000     

その他   6,818     6,891     6,758     

流動資産合計     40,414 32.7   39,644 30.0   37,528 29.6 

Ⅱ 固定資産                     

有形固定資産 ※１                   

建物   21,189     23,387     21,389     

構築物   4,253     4,662     4,317     

土地   23,798     24,287     24,101     

その他   4,594     7,926     7,275     

有形固定資産合計   53,835     60,264     57,083     

無形固定資産   631     607     603     

投資その他の資産                     

長期貸付金   425     262     274     

長期差入保証金   16,430     17,715     16,815     

その他   12,428     14,366     15,279     

貸倒引当金   △606     △606     △606     

投資その他の資産 
合計 

  28,678   31,738 31,762   

固定資産合計     83,146 67.3   92,610 70.0   89,449 70.4 

資産合計     123,560 100.0   132,254 100.0   126,977 100.0 

            



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年８月31日) 

当中間会計期間末 

(平成18年８月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)                     

Ⅰ 流動負債                     

買掛金   13,788     14,818     11,781     

未払法人税等   2,604     2,119     2,007     

賞与引当金   1,317     1,423     1,125     

その他   5,260     5,642     6,108     

流動負債合計     22,970 18.6   24,002 18.2   21,022 16.5 

Ⅱ 固定負債                     

その他   1,680     2,289     1,763     

固定負債合計     1,680 1.4   2,289 1.7   1,763 1.4 

負債合計     24,650 20.0   26,292 19.9   22,785 17.9 

(資本の部)                     

Ⅰ 資本金     9,927 8.0   ― ―   9,927 7.8 

Ⅱ 資本剰余金                     

１ 資本準備金   12,445     ―     12,445     

２ その他資本 
  剰余金 

  0   ― ―   

資本剰余金合計     12,445 10.1   ― ―   12,445 9.8 

Ⅲ 利益剰余金                     

１ 利益準備金   2,186     ―     2,186     

２ 任意積立金   67,505     ―     67,505     

３ 中間(当期) 
未処分利益 

  10,814   ― 10,371   

利益剰余金合計     80,505 65.1   ― ―   80,062 63.1 

Ⅳ その他有価証券 
評価差額金 

    1,250 1.0 ― ―   1,905 1.5

Ⅴ 自己株式     △5,219 △4.2   ― ―   △148 △0.1 

資本合計     98,910 80.0   ― ―   104,192 82.1 

負債・資本合計     123,560 100.0   ― ―   126,977 100.0 

            



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成17年８月31日) 

当中間会計期間末 

(平成18年８月31日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(純資産の部)                     

Ⅰ 株主資本                     

１ 資本金     ― ―   9,927 7.5   ― ― 

２ 資本剰余金                     

(1) 資本準備金   ―     12,605     ―     

(2) その他資本 
  剰余金 

  ―     0     ―     

資本剰余金合計     ― ―   12,605 9.5   ― ― 

３ 利益剰余金                     

(1) 利益準備金   ―     2,186     ―     

(2) その他利益 
  剰余金 

          

固定資産圧縮 
積立金 

  ―     323     ―     

別途積立金   ―     69,167     ―     

繰越利益剰余金   ―     10,274     ―     

利益剰余金合計     ― ―   81,951 62.0   ― ― 

４ 自己株式     ― ―   △158 △0.1   ― ― 

株主資本合計     ― ―   104,326 78.9   ― ― 

Ⅱ 評価・換算差額等                     

１ その他有価証券 
   評価差額金 

    ― ―   1,635 1.2   ― ― 

評価・換算差額等 
   合計 

    ― ―   1,635 1.2   ― ― 

   純資産合計     ― ―   105,961 80.1   ― ― 

   負債純資産合計     ― ―   132,254 100.0   ― ― 

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間 

(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高 ※１   145,700 100.0   152,357 100.0   289,393 100.0 

Ⅱ 売上原価 ※１   111,446 76.5   116,562 76.5   220,542 76.2 

売上総利益 ※１   34,254 23.5   35,795 23.5   68,851 23.8 

Ⅲ 営業収入     3,947 2.7   4,458 2.9   8,051 2.8 

営業総利益     38,201 26.2   40,253 26.4   76,902 26.6 

Ⅳ 販売費及び一般 
管理費 

※２   32,585 22.3   35,858 23.5   65,489 22.6 

営業利益     5,616 3.9   4,395 2.9   11,412 3.9 

Ⅴ 営業外収益 ※３   162 0.1   484 0.3   611 0.2 

Ⅵ 営業外費用     86 0.1   10 0.0   103 0.0 

経常利益     5,691 3.9   4,869 3.2   11,921 4.1 

Ⅶ 特別利益 ※４   ― ―   99 0.0   20 0.0 

Ⅷ 特別損失     478 0.3   24 0.0   834 0.3 

税引前中間(当期) 
純利益 

    5,213 3.6   4,945 3.2   11,107 3.8 

法人税、住民税 
及び事業税 

※５ 2,446     1,979     4,411     

法人税等調整額 ※５ △274 2,172 1.5 △42 1,937 1.2 △19 4,391 1.5 

中間(当期)純利益     3,041 2.1   3,007 2.0   6,716 2.3 

前期繰越利益     7,773           7,773   

中間配当額     ―           978   

自己株式処分差損     ―     

  

    3,139   

中間(当期)未処分 
利益 

    10,814         10,371   

            



③ 【中間株主資本等変動計算書】 

当中間会計期間(自 平成18年３月１日 至 平成18年８月31日) 

  

  

  

  

  

  

  

  

株主資本 

資本金 
資本剰余金 

資本準備金 その他資本剰余金 資本剰余金合計 

平成18年２月28日残高(百万円) 9,927 12,445 ― 12,445 

中間会計期間中の変動額         

 剰余金の配当         

 役員賞与         

 固定資産圧縮積立金の取崩         

 別途積立金の積立         

 中間純利益         

 合併による増加   160   160 

 自己株式の取得         

 自己株式の処分     0 0 

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動額（純額）       ― 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

― 160 0 160 

平成18年８月31日残高(百万円) 9,927 12,605 0 12,605 

  

株主資本 

利益剰余金 

自己株式 株主資本合計 
利益準備金 

その他利益剰余金 
利益剰余金
合計 固定資産圧

縮積立金 
別途積立
金 

繰越利益
剰余金 

平成18年２月28日残高(百万円) 2,186 338 67,167 10,371 80,062 △148 102,287 

中間会計期間中の変動額               

 剰余金の配当       △1,062 △1,062   △1,062 

 役員賞与       △57 △57   △57 

 固定資産圧縮積立金の取崩   △15   15 ―   ― 

 別途積立金の積立     2,000 △2,000 ―   ― 

 中間純利益       3,007 3,007   3,007 

 合併による増加             160 

 自己株式の取得           △9 △9 

 自己株式の処分           0 0 

株主資本以外の項目の 
中間会計期間中の変動額（純額） 

 
            ― 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円) ― △15 2,000 △96 1,888 △9 2,039 

平成18年８月31日残高(百万円) 2,186 323 69,167 10,274 81,951 △158 104,326 

評価・換算差額等 

その他 評価・換算



  
有価証券 
評価差額金 

差額等合計
純資産合計 

平成18年２月28日残高(百万円) 1,905 1,905 104,192 

中間会計期間中の変動額       

 剰余金の配当     △1,062 

 役員賞与     △57 

 固定資産圧縮積立金の取崩     ― 

 別途積立金の積立     ― 

 中間純利益     3,007 

 合併による増加     160 

 自己株式の取得     △9 

 自己株式の処分     0 

株主資本以外の項目の 
 中間会計期間中の変動額 
 (純額) 

△270 △270 △270 

中間会計期間中の変動額合計 
(百万円)

△270 △270 1,769 

平成18年８月31日残高(百万円) 1,635 1,635 105,961 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産 

① 商品 

…生鮮食品 

最終仕入原価法による原

価法 

店舗在庫商品(除く生鮮食

品) 

売価還元低価法 

センター在庫商品(除く生

鮮食品) 

先入先出法による原価法 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産 

① 商品 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) たな卸資産 

① 商品 

同左 

② 貯蔵品 

最終仕入原価法による原価

法 

② 貯蔵品 

同左 

② 貯蔵品 

同左 

(2) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部資本直入法によ

り処理し、売却原価は移

動平均法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(2) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

―――――― 

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間決算日の市場価格等

に基づく時価法(評価差

額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は

移動平均法により算定) 

時価のないもの 

同左 

(2) 有価証券 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

  ―――――― 

  

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格等に基

づく時価法(評価差額は

全部資本直入法により処

理し、売却原価は移動平

均法により算定) 

時価のないもの 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

定率法によっております。 

(2) 無形固定資産 

定額法によっております。 

自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可

能期間(５年)に基づく定額法

によっております。 

(3) 長期前払費用 

均等償却をしております。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

  

  

  

  

(3) 長期前払費用 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

  

  

  

  

(3) 長期前払費用 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備

えるため、一般債権は貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等

特定の債権は個別に回収可能

性を検討し、回収不能見込額

を計上しております。 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

同左 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

(2) 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支出に

備えるため、支給見込額基準

による算出額を計上しており

ます。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末に

おいて発生していると認めら

れる額を計上しております。 

また、過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間内の一定年数

(５年)による定額法により処

理しております。なお、数理

計算上の差異については、そ

の発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定年数(10

年)による定額法により翌期

から処理することとしており

ます。 

(2) 賞与引当金 

同左 

  

  

  

(3) 退職給付引当金 

    同左 

(2) 賞与引当金 

同左 

  

  

  

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付

債務及び年金資産の見込額に

基づき計上しております。 

なお、過去勤務債務について

は、その発生時の従業員の平

均残存勤務期間内の一定の年

数(５年)による定額法により

処理しております。 

また、数理計算上の差異につ

いては、その発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(10年)による定額法

により翌期から処理すること

としております。 

  

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備

えるため、内規に基づく中間

期末要支給額を計上しており

ます。 

(4) 役員退職慰労引当金 

同左 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に

備えるため、内規に基づく

期末要支給額を計上してお

ります。 

４ リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引につ

いては、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっ

ております。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処

理は、税抜方式によっておりま

す。なお、仕入等に係る仮払消

費税等と売上等に係る仮受消費

税等は相殺して、流動負債のそ

の他に含めて表示しておりま

す。 

５ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処

理は税抜方式によっておりま

す。 



会計処理の変更 

 追加情報 

  

  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

―――――― 

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示

に関する会計基準） 

当中間会計期間より、「貸借対照

表の純資産の部の表示に関する会計

基準」（企業会計基準第５号 平成

17年12月９日）及び「貸借対照表の

純資産の部の表示に関する会計基準

等の適用指針」（企業会計基準適用

指針第８号 平成17年12月９日）を

適用しております。 

従来の資本の部の合計に相当する

金額は105,961百万円であります。 

なお、中間財務諸表等規則の改正

により、当中間会計期間における中

間貸借対照表の純資産の部について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

より作成しております。 

    ―――――― 

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

―――――― 

  

  

  

    ―――――― 「地方税法等の一部を改正する法

律」（平成15年法律第９号）が平成

15年３月31日に交付され、平成16年

４月１日以降に開始する事業年度よ

り外形標準課税制度が導入されたこ

とに伴い、当事業年度から「法人事

業税における外形標準課税部分の損

益計算書上の表示についての実務上

の取扱い」（平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号）に従い、法人事業税の付加価

値割及び資本割218百万円を販売費

及び一般管理費に含めて表示してお

ります。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成17年８月31日) 

当中間会計期間末
(平成18年８月31日) 

前事業年度末 
(平成18年２月28日) 

※１ 有形固定資産から控除した減

価償却累計額は47,854百万円

であります。 

※１ 有形固定資産から控除した減

価償却累計額は50,214百万円

であります。 

※１ 有形固定資産から控除した減

価償却累計額は48,004百万円

であります。 

２ 偶発債務 

銀行借入金に対する保証債務 

従業員 16百万円

２ 偶発債務 

銀行借入金に対する保証債務 

従業員 ７百万円

２ 偶発債務 

銀行借入金に対する保証債務 

従業員 11百万円

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

※１ この中には、売上仕入(いわ

ゆる消化仕入)契約に基づく

テナントの売上に係るものが

次のとおり含まれておりま

す。 

※１ この中には、売上仕入(いわ

ゆる消化仕入)契約に基づく

テナントの売上に係るものが

次のとおり含まれておりま

す。 

※１ この中には、売上仕入(いわ

ゆる消化仕入)契約に基づく

テナントの売上に係るものが

次のとおり含まれておりま

す。 

売上高 25,410百万円

売上原価 23,081百万円

売上総利益 2,329百万円

売上高 25,871百万円

売上原価 23,481百万円

売上総利益 2,389百万円

売上高 49,734百万円

売上原価 45,151百万円

売上総利益 4,582百万円

※２ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

有形固定資産 1,521百万円

無形固定資産 201百万円

計 1,723百万円

※２ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

有形固定資産 1,900百万円

無形固定資産 103百万円

計 2,003百万円

※２ 減価償却実施額は次のとおり

であります。 

有形固定資産 3,264百万円

無形固定資産 291百万円

計 3,556百万円

※３ 営業外収益のうち受取利息及

び有価証券利息は46百万円で

あります。 

※３ 営業外収益のうち受取利息及

び有価証券利息は60百万円で

あります。 

※３ 営業外収益のうち受取利息及

び有価証券利息は94百万円で

あります。 

※４    ――――― ※４ 特別利益99百万円は、投資有

価証券の売却によるものであ

ります。 

※４    ――――― 

※５ 当中間会計期間に係る納付税

額及び法人税等調整額は、当

期において予定している利益

処分による固定資産圧縮積立

金の取崩しを前提として当中

間会計期間に係る金額を計算

しております。 

※５ 当中間会計期間に関わる納付

税額および法人税等調整額

は、当期において予定してい

る、固定資産圧縮積立金の取

崩しを前提として当中間会計

期間に係る金額を計算してお

ります。 

※５    ――――― 



(中間株主資本等変動計算書関係) 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

  
      ――――― 
  
  
  
  
  

  

自己株式の種類及び株式数に関する事
項 

 
    ――――― 

(注)１．普通株式の自己株式の株 

    式数の増加は、単元未満 

    株式の買取請求によるも 

    のです。 

  ２．普通株式の自己株式の株 

    式数の減少は、単元未満 

    株式の買増し請求による 

    ものです。 

 

株式の種類 普通株式

前事業年度末株式数 49,001株

当中間会計期間増加株

式数 
2,658株

当中間会計期間減少株

式数 
54株

当中間会計期間株式数 51,605株

   

   

   

    



(リース取引関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引は次

のとおりであります。 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引は次

のとおりであります。 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引は次

のとおりであります。 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

① リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

 有形固定資産その他

取得価額 
相当額 

6,622百万円

減価償却 
累計額 
相当額 

3,423百万円

中間 
期末残高 
相当額 

3,199百万円

 有形固定資産その他

取得価額 
相当額 

8,011百万円

減価償却 
累計額 
相当額 

3,590百万円

中間 
期末残高 
相当額 

4,420百万円

 有形固定資産その他

取得価額
相当額 

6,880百万円

減価償却
累計額 
相当額 

3,478百万円

期末残高
相当額 

3,401百万円

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

② 未経過リース料中間期末残高

相当額 

② 未経過リース料期末残高相当

額 

１年内 1,241百万円

１年超 1,957百万円

合計 3,199百万円

１年内 1,531百万円

１年超 2,889百万円

合計 4,420百万円

１年内 1,263百万円

１年超 2,138百万円

合計 3,401百万円

(注) なお、取得価額相当額及び未

経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法に

よっております。 

(注) なお、取得価額相当額及び未

経過リース料中間期末残高相

当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中

間期末残高等に占める割合が

低いため、支払利子込み法に

よっております。 

(注) なお、取得価額相当額及び未

経過リース料期末残高相当額

は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等

に占める割合が低いため、支

払利子込み法によっておりま

す。 

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 701百万円

減価償却費 
相当額 

701百万円

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 847百万円

減価償却費
相当額 

847百万円

③ 支払リース料及び減価償却費

相当額 

支払リース料 1,426百万円

減価償却費
相当額 

1,426百万円

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

④ 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

２ オペレーティング・リース取引

は次のとおりであります。 

未経過リース料 

１年内 206百万円

１年超 2,744百万円

合計 2,950百万円

２ オペレーティング・リース取引

は次のとおりであります。 

未経過リース料 

１年内 313百万円

１年超 4,156百万円

合計 4,470百万円

２ オペレーティング・リース取引

は次のとおりであります。 

未経過リース料 

１年内 313百万円

１年超 4,313百万円

合計 4,627百万円



(有価証券関係) 

前中間会計期間(平成17年８月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

当中間会計期間(平成18年８月31日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  

前事業年度(平成18年２月28日) 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの 

該当事項はありません。 

  



(１株当たり情報) 

  

  

（注）１ １株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

２ １株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(重要な後発事象) 

前中間会計期間 
(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

１株当たり純資産額 2,022.42円 １株当たり純資産額 2,094.81円 １株当たり純資産額 2,058.60円

１株当たり中間純利益 60.84円 １株当たり中間純利益 59.46円 １株当たり当期純利益 132.42円

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

  
前中間会計期間末
(平成17年８月31日) 

当中間会計期間末
(平成18年８月31日) 

前事業年度末 
（平成18年２月28日) 

総資産の部の合計額 ― 105,961百万円 ― 

純資産の部から合計額を控除する金額 ― ―百万円 ― 

普通株式に係る中間期末（期末） 

の純資産額 
― 105,961百万円 ― 

１株当たり純資産の算定に用いられた

中間期末（期末）の普通株式の数 
― 50,582,930株 ― 

  
前中間会計期間

(自 平成17年３月１日 
至 平成17年８月31日) 

当中間会計期間
(自 平成18年３月１日 
至 平成18年８月31日) 

前事業年度 
(自 平成17年３月１日 
至 平成18年２月28日) 

中間(当期)純利益 3,041百万円 3,007百万円 6,716百万円 

普通株主に帰属しない金額 ―百万円 ―百万円 57百万円 

(うち役員賞与金) (―百万円) (―百万円) (57百万円)

普通株式に係る中間(当期)純利益 3,041百万円 3,007百万円 6,658百万円 

普通株式の期中平均株式数 49,980,237株 50,584,604株 50,283,132株 

前中間会計期間末 
(平成17年８月31日) 

当中間会計期間末
(平成18年８月31日) 

前事業年度末 
(平成18年２月28日) 

  

      ――――― 

（株式会社セブン＆アイ・ホールデ
ィングスとの株式交換について） 

（株式会社セブン＆アイ・ホールディ

ングスとの株式交換について） 



  

 当社と株式会社セブン＆アイ・ホ
ールディングスは、平成18年５月19
日開催の定時株主総会において承認
された株式交換契約書に基づき、平
成18年９月１日に株式交換を実施
し、当社は同社の完全子会社となり
ました。 
 これに伴い、当社が所有していた
株式会社セブン＆アイ・ホールディ
ングス株式（当中間会計期間末簿価
2,652百万円）及び自己株式158百万
円は親会社株式となり、流動資産に
計上されることとなります。 
  

 当社は、平成18年４月11日に株式会

社セブン＆アイ・ホールディングスの

完全子会社となることを目的とする株

式交換契約を締結し、平成18年５月19

日開催の定時株主総会において承認を

受けております。 

  

(１)株式交換契約の概要 

①株式交換の目的 

当社は、昭和48年の株式会社イトーヨ

ーカ堂との業務提携開始以降、33年間

にわたって様々な方面での情報交換・

事業展開・仕入れや物流の共同化等を

通じて、株式会社セブン＆アイ・ホー

ルディングス内の各方面の事業体との

関係を深めてまいりました。当社は、

グループ内での提携を活かしつつ、特

に、「小商圏で繰り返し来店されるお

客さまの日常の食卓をより楽しく、豊

かに、便利にする」というコンセプト

の実現を目指し、「個店経営の確

立」、「商品開発の強化」等を基本方

針としたドミナント戦略により、200

店舗達成に向けた組織・仕組みづくり

と、東北地域での確固たる足場と優良

な財務基盤の構築に邁進してまいりま

した。 

 しかしながら、市場競争は一段と激

化しており、かつ、少子高齢化や顧客

ニーズの多様化が進むなかで、当社が

継続的発展を遂げるためには、両社の

持つオペレーション、販売網、コスト

管理並びにマーチャンダイジングの連

携強化による一層のシナジー効果の創

出とグループ内のスーパーマーケット

部門全体の一段の経営効率化が必要で

あると判断いたしました。かかる戦略

の推進のため、当社は、株式会社セブ

ン＆アイ・ホールディングスの当社に

対する持株比率を100％とする株式交

換を実施することといたしましまし

た。 

②株式交換の日 

 平成18年９月１日(予定) 

  

前中間会計期間末 
(平成17年８月31日) 

当中間会計期間末
(平成18年８月31日) 

前事業年度末 
(平成18年２月28日) 

  

  

  ③株式交換に際して発行する株式 

 株式会社セブン＆アイ・ホールディ

ングスは、株式交換に際して、株式交

換の日の前日の最終の当社の株主名簿

(実質株主名簿を含む。)に記載または

記録された株主(実質株主を含む。)の

うち株式会社セブン＆アイ・ホールデ

ィングスを除く株主が所有する当社の

普通株式の数に0.88を乗じた数の合計



  

  

  

(2) 【その他】 

中間配当 

平成18年10月12日開催の取締役会において、第44期(平成18年3月1日から平成19年2月28日まで)の中間配当を行う

ことを決議いたしました。 

 中間配当金総額         1,011百万円 

 １株当たりの額         20円00銭 

支払請求の効力発生日及び支払開始日 平成18年11月15日 

注）平成18年８月31日最終の株主名簿及び実質株主名簿に記載又は記録された株主又は登録株 

 式質権者に対し、支払を行います。 

の普通株式30,580,237株を発行し、当

社の株主に対して、その所有する当社

の普通株式1株につき、それぞれ株式

会社セブン＆アイ・ホールディングス

の普通株式0.88株の割合をもって割当

交付いたします。 

(２)株式会社セブン＆アイ・ホールデ

ィングスの概要 

 ①住所 東京都千代田区二番町８番

     地８ 

 ②代表者の氏名 代表取締役 

         村田 紀敏 

 ③資本金 50,000百万円 

 ④事業内容  

  小売企業グループの企画、管理、

  運営等 

 ⑤売上高及び当期純利益 

         (平成18年2月期) 

  売上高      35,411百万円

  当期純利益    32,515百万円

 ⑥資産、負債、資本の状況 

      (平成18年2月28日現在) 

  資産      1,610,636百万円

  負債       153,030百万円

  資本      1,457,606百万円



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

  

（１）有価証券報告書 
   及びその添付書類 

事業年度 
(第43期) 

自 平成17年３月１日

至 平成18年２月28日 
平成18年５月29日

関東財務局長に提出。 
（２）臨時報告書 証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示

に関する内閣府令第19条第２項第４号の規定に基づ

く臨時報告書であります。 

平成18年３月１日

関東財務局長に提出。 

  証券取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示

に関する内閣府令第19条第２項第６号の２の規定に

基づく臨時報告書であります。 

平成18年４月11日

関東財務局長に提出。 

（３）自己株券買付状況 

   報告書 

    平成18年３月10日

関東財務局長に提出。 

      平成18年４月10日

関東財務局長に提出。 

      平成18年５月10日

関東財務局長に提出。 

      平成18年６月12日

関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１１月１６日

株式会社 ヨークベニマル 

代表取締役社長 大 髙 善 興 殿 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヨークベニ

マルの平成１７年３月１日から平成１８年２月２８日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１７年３月１日から平成１７年

８月３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰余金計算書及び中間

連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連結財務諸表

には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理

的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われ

ている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社ヨークベニマル及び連結子会社の平成１７年８月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間

（平成１７年３月１日から平成１７年８月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示してい

るものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 公 司 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 原   一 浩 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 﨑 博 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 伊 藤 恭 治 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１１月１７日

株式会社 ヨークベニマル 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヨークベニマル

の平成１８年３月１日から平成１９年２月２８日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成１８年３月１日から平成１８年８月

３１日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び

中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は

独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間連結財務諸表には全体

として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

私どもは、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準に準拠して、株

式会社ヨークベニマル及び連結子会社の平成１８年８月３１日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間（平成

１８年３月１日から平成１８年８月３１日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。 
  
追記情報 

 重要な後発事象に株式会社セブン＆アイ・ホールディングスとの株式交換に関する記載がされている。 
  
会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 原   一 浩 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 伊 藤 恭 治 

      

      

あ ず さ 監 査 法 人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大 谷 秋 洋 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 永 井   勝 

      



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１７年１１月１６日

株式会社 ヨークベニマル 

代表取締役社長 大 髙 善 興 殿 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヨークベニ

マルの平成１７年３月１日から平成１８年２月２８日までの第４３期事業年度の中間会計期間（平成１７年３月１日から平成１７年

８月３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行った。この中間財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財務諸表には

全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証

を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。

当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会

社ヨークベニマルの平成１７年８月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１７年３月１日から平成１

７年８月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

中 央 青 山 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 小 林 公 司 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 原   一 浩 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 山 﨑 博 行 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 伊 藤 恭 治 



独 立 監 査 人 の 中 間 監 査 報 告 書 

平成１８年１１月１７日

株式会社 ヨークベニマル 

取 締 役 会  御 中 

  

私どもは、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会社ヨークベニマル

の平成１８年３月１日から平成１９年２月２８日までの第４４期事業年度の中間会計期間（平成１８年３月１日から平成１８年８月

３１日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を

行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、私どもの責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することに

ある。 

私どもは、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、私どもに中間財務諸表には全体とし

て中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るこ

とを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して行われている。私ども

は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

私どもは、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ヨ

ークベニマルの平成１８年８月３１日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成１８年３月１日から平成１８年

８月３１日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 
  
追記情報 

 重要な後発事象に株式会社セブン＆アイ・ホールディングスとの株式交換に関する記載がされている。 
  
会社と私ども両監査法人又はそれぞれの業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以  上 

  
 （※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 原   一 浩 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 伊 藤 恭 治 

      

      

あ ず さ 監 査 法 人 

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 大 谷 秋 洋 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 永 井   勝 
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